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子ども・子育て支援新制度に係る条例の概要について 

 

１ 条例制定の背景  

 「子ども・子育て支援新制度」のスタートに向けて、平成２７年度当初に整備されている

べき施設・事業について、平成２６年度中に確認・認可等の手続きを行うことができるよ

う、また、事業者等に周知する必要もあることから、国が定める基準(内閣府令、厚生労

働省令)を踏まえ、新制度に係る施設及び事業の運営に関する基準等の条例を制定するも

のです。 

 

２ 条例制定の基準 

基準を定めるにあたっては、国で定める基準に従い定めるべきもの（従うべき基準）と

府省令で定める基準を参酌して定めるべきもの（参酌基準）が規定されています。 

従うべき基準 参酌すべき基準 

条例の制定に当たっては、法令の「従う

べき基準」に従わなければならない 

条例の制定に当たっては、法令の「参

酌すべき基準」を十分参照した上で判断

しなければならない。 

法令の「従うべき基準」と異なる内容を

定めることは許容されないが、当該基準に

従う範囲内で、地域の実情に応じた内容を

定めることは可能 

法令の「参酌すべき基準」を十分参照

した結果としてであれば、地域の実情に

応じて、異なる内容を定めることは可能 

 

 

３ 下野市
 

が定める各種基準に関する条例（案）について 

 

（１）下野市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定め

る条例（案） 

（２）下野市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（案） 

（３）下野市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例（案） 

 

４ 条例制定に係る基本的な考え方 

本市の実情に国の基準と異なる内容を定める特別な事情や特性はないことから、原則として、

国の基準（内閣府令、厚生労働省令）をもって本市の基準とすることとし、｢従うべき基

準｣、｢参酌すべき基準｣のいずれも国の基準どおりとしています。
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（１）下野市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例（案） 

 

○条例の趣旨 

    本条例は、特定教育・保育施設（認定こども園・保育所・幼稚園）及び特定地域

型保育事業（小規模保育事業・家庭的保育事業・居宅訪問型保育事業・事業所内保

育事業）について、利用定員、運営、給付費に関する基準を定めるもので、幼児期

の学校教育、保育の総合的な提供や、地域の子ども・子育て支援を総合的に推進し

ようとするものであり、公的な財政支援をするために確認するための基準を定める

ものです。 

 

○条例の概要 

第１条～第３条    総則  

第４条        特定教育・保育施設の利用定員に関する基準 

第５条 ～ 第３４条  特定教育・保育施設の運営に関する基準  

第３５条・第３６条  特例施設型給付費に関する基準 

第３７条        特定地域型保育事業の利用定員に関する基準 

第３８条～第５０条  特定地域型保育事業の運営に関する基準 

 第５１条・第５２条  特例地域型保育給付費に関する基準 

 

○施行予定日 

子ども・子育て支援法の施行の日から施行する。（平成２７年４月１日予定） 
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(２) 下野市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（案） 

 

   ○条例の趣旨 

     本条例は、家庭的保育事業等（家庭的保育事業・小規模保育事業・居宅訪問型保

育事業・事業所内保育事業）について、設備及び運営に関する基準を定めるもので、

地域の子ども・子育て支援を総合的に推進しようとするものであり、家庭的保育事

業等の認可をするための基準を定めるものです。 

   

○条例の概要 

     第１条～第３条   総則  

第４条 ～ 第２１条 共通の事項 

第２２条～第２６条 家庭的保育事業の設備及び運営に関する基準 

    第２７条～第３６条 小規模保育事業の設備及び運営に関する基準 

 第３７条～第４１条 居宅訪問型保育事業の設備及び運営に関する基準 

 第４２条～第４８条 事業所内保育事業の設備及び運営に関する基準 

 

○施行予定日 

子ども・子育て支援法及び就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の

推進に関する法律の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法

律の施行の日から施行する。（平成２７年４月１日予定） 
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【参考】 

家庭的保育事業等は、原則として満３歳未満の保育を必要とする乳幼児を対象とした

事業で、定員数や保育の実施場所等により、次の４類型に区分されます。 

 家庭的保育事業 小規模保育事業 居宅訪問型保育事業 事業所内保育事業 

内
容 

家庭的な雰囲気の

下で、少人数を対象に

きめ細かな保育を実

施 

比較的小規模で家

庭的保育事業に近い

雰囲気の下、きめ細か

な保育を実施 

規模に応じて以下

の３つの類型があり。 

Ａ型：保育所分園に

近いもの 

Ｂ型：保育所分園と

家庭的保育

の中間的な

もの 

Ｃ型：家庭的保育に

近いもの 

住み慣れた居宅に

おいて、１対１を基本

とするきめ細かな保

育を実施 

主に、特別なケアが

必要な子どもや、保護

者の夜間勤務等に対

応 

企業が主として従

業員への仕事と子育

ての両立支援策とし

て実施 

地域において保育

を必要とする子ども

にも保育を提供 

規
模 

少人数（現行は家庭的

保育者１人につき、子

ども３人） 

※家庭的保育補助者

がいる場合は子ども

５人まで 

６～１９人まで １対１が基本 様々（数人～数十人程

度） 

場
所 

家庭的保育者の居宅

その他 

様々なスペース 

多様なスペース 利用する保護者・子ど

もの居宅 

事業所その他様々な

スペース 
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(３) 下野市
 

放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例（案） 

 

○条例の趣旨 

    本条例は、放課後児童健全育成事業について、設備及び運営に関する基準を定める

もので、小学生の健全な育成を図るものであり、放課後児童健全育成事業（学童保育

所）の指導及び支援を強化していくための基準を定めるものです。 

 

○条例の概要 

第１条～第３条      総則  

第４条～第６条      運営に関する基準 

第７条・第８条・第１０条 職員に関する基準 

第９条          施設設備に関する基準 

第１１条～第２１条    放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準 

 

○施行予定日 

子ども・子育て支援法及び就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の

推進に関する法律の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法

律の施行の日から施行する。（平成２７年４月１日予定） 
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５ 新制度における条例の位置づけ 

 ○「認可」と「確認」・・・ 

施設や事業者が新制度における公費の給付対象である「特定教育・保育施設」又は「特定地域型保育

事業」として位置づけられるためには、児童福祉法等を根拠とする施設・事業の「認可」と、子ども・

子育て支援法による「確認」（子ども・子育て支援法第31条、43条）の両方を受けることが必要になり

ます。 

「認可」及び「確認」に関する基準や手続きについては、国が政令や省令として示した基準に基づき、

下野市が条例や規則等として定めます。 

 

下野市における子ども・子育て支援新制度における施設・事業の類型と「認可」と「確認」一覧につ

いては、次のとおりです。 

施設・事業の類型 認可 確認 

教育・保育給付 

教育・保育施設 

幼稚園 ― 
栃木県 

（学校教育法） 

下野市 

（条例①） 

保育所 ― 
栃木県 

（児童福祉法） 

認定こども園 

幼保連携型 

栃木県 

（認定こども 

園法） 

幼稚園型 栃木県 

（学校教育法・児

童福祉法） 

保育所型 

地方裁量型 

地域型保育事業 

小規模保育事業 ― 

下野市 

（条例②） 

家庭的保育事業 ― 

事業所内保育事業 ― 

居宅訪問型事業 ― 

地域子ども・子育て支援事業 放課後児童健全育成事業  ― ― 
下野市 

（条例③） 

 

条例① 下野市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例（案）  

条例②  下野市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（案） 

条例③  下野市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例（案） 

 

 


